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平成１３年３月期   個別財務諸表の概要         平成１３年 ５月３０日 
 
上 場 会 社 名        株式会社 音 通                上場取引所 大阪新市場 
コ ー ド 番 号             ７６４７                                本社所在都道府県 大阪府 
問 合 せ 先        責任者役職名 代表取締役副社長 
        氏    名 仲川 進      ＴＥＬ (０７２６) ９６－９１００ 
決算取締役会開催日 平成１３年 ５月３０日                           中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日 平成１３年 ６月２９日 
 
１． １３年３月期の業績(平成１２年 ４月 １日～平成１３年 ３月３１日) 
(1)経営成績                               （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 
13 年３月期 
12 年３月期 

百万円   ％ 
４，４８８   △３．３ 
４，６４３    ５．１ 

百万円   ％ 
 ９６  △３９．４ 

    １５９   ５９．２ 

百万円   ％ 
 ４０  △６５．５ 
１１７   ９１．７

 

 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
13 年３月期 
12 年３月期 

百万円   ％ 
    １８   △ 72.0 
    ６５    133.7 

円 銭 
  ３．６１ 
  １４．６６ 

円 銭 
― 
― 

％ 
 ３．６ 
１７．６ 

％ 
 １．３ 
 ４．４ 

％ 
 ０．９ 
 ２．５ 

(注)①期中平均株式数 13 年３月期 5,109,658 株             12 年３月期 4,485,000 株 
   ②会計処理の方法の変更   無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

 
13 年３月期 
12 年３月期 

 円 銭 
 ３．５０ 
 ５．００ 

円 銭 
  ０．００ 
  ０．００ 

 円 銭 
  ３．５０ 
  ５．００ 

百万円 
１８ 
２２ 

％ 
 ９９．４ 
 ３４．１ 

％ 
  ３．０ 
  ５．５ 

(注)特記事項はありません。 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
13 年３月期 
12 年３月期 

百万円 
    ３，３４０ 
    ２，７８５ 

百万円 
６０８ 
４０５ 

％ 
    １８．２ 
    １４．５ 

円  銭 
  １１６．１５ 
   ９０．３２ 

(注)期末発行済株式数   13 年３月期 5,235,000 株  12 年３月期 4,485,000 株 
  （額面株式  一単位の株式数 1,000 株） 

 

２． １４年３月期の業績予想(平成１３年 ４月 １日～平成１４年 ３月３１日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
１，９１８ 
２，１７８ 

百万円 
４６ 

１２２ 

百万円 
２６ 
７０ 

円 銭 
０．００ 
――――― 

円 銭 
――――― 
５．００ 

円 銭 
――――― 
５．００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) １３円 ３７銭 
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３．財務諸表等 

（１） 貸借対照表 
                                                                                        （単位：千円） 

当   期 前   期 前期増減 
(平成13年3月31日現在) (平成12年3月31日現在) (△減少) 

 
科    目 

金   額 構成比 金   額 構成比 金  額 
(資 産 の 部)         

Ⅰ．流動資産         
１．現金及び預金   829,871   540,686  289,185 
２．受取手形   38,205   3,700  34,505 
３．売掛金   623,225   633,107  △9,882 
４．商品   175,553   213,012  △37,459 
５．貯蔵品   2,346   2,440  △94 
６．前払費用   39,996   30,565  9,430 
７．短期貸付金   18,000   ―  18,000 
８．繰延税金資産   364   4,962  △4,598 
９．その他   15,717   11,754  3,963 
10．貸倒引当金   △3,277   △3,965  688 
流動資産合計    1,740,003 52.1  1,436,264 51.5 303,738 

Ⅱ．固定資産         
１．有形固定資産         
(1) 賃貸用資産  877,057   885,202    
減価償却累計額  672,385 204,672  587,281 297,921  △93,248 

(2) 建物  236,150   205,370    
減価償却累計額  86,276 149,874  77,996 127,373  22,500 

(3) 構築物  28,847   ―    
減価償却累計額  1,393 27,453  ― ―  27,453 

(4) 車輌及び運搬具  34,145   29,040    
減価償却累計額  25,496 8,648  20,982 8,058  590 

(5) 工具器具及び備品  20,517   16,923    
減価償却累計額  11,161 9,356  7,268 9,654  △298 

(6) 土地   329,056   329,056  ― 
(7) 建設仮勘定   11,605   ―  11,605 
有形固定資産合計   740,666 22.2  772,063 27.7 △31,396 

２．無形固定資産         
(1) 電話加入権   3,582   3,582  ― 
(2) ソフトウェア   675   975  △300 
無形固定資産合計   4,257 0.1  4,557 0.2 △300 

３．投資その他の資産         
(1) 関係会社株式   160,000   10,000  150,000 
(2) 出資金   610   610  ― 
(3) 関係会社長期貸付金   149,693   158,566  △8,872 
(4) 破産債権・更生債権等  11,588   22,131  △10,543 
(5) 長期前払費用   38,453   24,769  13,684 
(6) 長期性預金   ―   10,300  △10,300 
(7) 差入保証金   342,500   298,744  43,755 
(8) 建設協力金   86,039   ―  86,039 
(9) 保険積立金   47,045   37,644  9,401 
(10) 繰延税金資産   2,602   918  1,684 
(11) その他投資等   10,126   11,000  △873 
(12) 貸倒引当金   △4,245   △3,862  △382 
投資その他資産合計   844,415 25.3  570,821 20.5 273,593 
固定資産合計   1,589,338 47.6  1,347,442 48.4 241,896 

Ⅲ. 繰延資産         
１．新株発行費   11,535   1,867  9,667 
繰延資産合計   11,535 0.3  1,867 0.1 9,667 
資  産  合  計  3,340,877 100.0  2,785,574 100.0 555,302 
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当   期 前   期 前期増減 

(平成13年3月31日現在) (平成12年3月31日現在) (△減少) 
 

科    目 
金   額 構成比 金   額 構成比 金  額 

(負 債 の 部)         
Ⅰ．流動資産         
１．支払手形   ―   10,727  △10,727 
２．買掛金   389,981   399,315  △9,333 
３．短期借入金   575,837   962,200  △386,363 
４．一年内返済予定の長期借入金  430,322   118,775  311,547 
５．一年内支払予定の長期割賦未払金  137,385   187,708  △50,322 
６．未払金   23,930   23,620  309 
７．未払費用   8,456   10,073  △1,616 
８．未払法人税等   ―   43,510  △43,510 
９．未払消費税等   6,694   8,050  △1,355 
10．預り金   4,698   3,172  1,526 
11．前受収益   478   ―  478 
12．賞与引当金   8,784   13,308  △4,524 
13．その他   52   402  △350 
流動負債合計   1,586,622 47.5  1,780,865 64.0 △194,242 

Ⅱ．固定負債         
１．長期借入金   941,568   329,041  612,527 
２．長期割賦未払金   170,720   241,644  △70,924 
３．預り保証金   30,410   28,960  1,450 
４．退職給付引当金   3,487   ―  3,487 
固定負債合計   1,146,186 34.3  599,646 21.5 546,540 
負債合計   2,732,808 81.8  2,380,511 85.5 352,297 
(資 本 の 部)         

Ⅰ．資本金   297,750 8.9  224,250 8.0 73,500 
Ⅱ．資本準備金   176,250 5.3  42,750 1.5 133,500 
Ⅲ．利益準備金   16,000 0.5  12,800 0.5 3,200 
Ⅳ．その他の剰余金         
１．当期未処分利益   118,068   125,263  △7,194 
その他の剰余金合計   118,068 3.5  125,263 4.5 △7,194 
資本合計   608,068 18.2  405,063 14.5 203,005 
負債及び資本合計   3,340,877 100.0  2,785,574 100.0 555,302 
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(２) 損益計算書 

（単位：千円） 

当    期 前    期 前期増減 

(自 平成12年4月１日至 平成13年3月31日) (自 平成11年4月１日至 平成12年3月31日) 
 

(△減少) 

 

科    目 

金   額 構成比 金   額 構成比 金  額 
         

Ⅰ．売上高         
１．商品売上高  4,195,086   4,293,573    
２．賃貸料収入  293,333 4,488,419 100.0 349,887 4,643,461 100.0 △155,041 
         
Ⅱ．売上原価         
１．商品売上原価  3,523,579   3,582,558    
２．賃貸料原価  171,739 3,695,319 82.3 213,274 3,795,832 81.7 △100,512 
売上総利益   793,099 17.7  847,628 18.3 △54,529 
         
Ⅲ．販売費及び一般管理費        
販売費及び一般管理費  696,309 15.5  687,810 14.9 8,499 
営業利益   96,789 2.2  159,818 3.4 △63,028 
         
Ⅳ 営業外収益         
１．受取利息  9,417   8,449    
２．受取配当金  61   83    
３．その他  6,799 16,278 0.3 8,295 16,829 0.4 △550 
         
Ⅴ．営業外費用         
１．支払利息  62,458   56,452    
２．その他  10,133 72,592 1.6 2,733 59,185 1.3 13,406 
経常利益   40,476 0.9  117,461 2.5 △76,985 
         
Ⅵ．特別利益         
１．貸倒引当金戻入益  80 0.0  ―  80 
Ⅶ．特別損失         
１．退職給付引当金繰入額  5,535 0.1  ―  5,535 
税引前当期純利益   35,021 0.8  117,461 2.5 △82,440 
法人税､住民税及び事業税 13,676   56,149   △42,472 
法人税等調整額  2,914 16,591 0.4 △4,428 51,720 1.1 7,342 
当期純利益   18,430 0.4  65,741 1.4 △47,310 
前期繰越利益   99,638   58,069  41,569 
過年度税効果調整額  ―   1,453  △1,453 
当期未処分利益   118,068   125,263  △7,194 
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(３) 利益処分案 
(千円) 

当   期 前   期 前期増減 

(自 平成12年4月１日至 平成13年3月31日) (自 平成11年4月１日至 平成12年3月31日) 
(△減少) 

 

科    目 

金   額 金   額 金  額 

      

Ⅰ．当期未処分利益  118,068  125,263 △7,194 

これを下記の通り処分いたします。      

      

Ⅱ．利益処分額      

１．利益準備金 2,000  3,200   

２．配当金 18,322 20,322 22,425 25,625 △5,303 

 (１株につき３円５０銭) (１株につき５円)  
      
Ⅲ．次期繰越利益  97,746  99,638 △1,892 
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・重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式     移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ            時価法 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商品    先入先出法による原価法 

ただし、ゲームソフトについては移動平均法による低価法 

②貯蔵品   最終仕入原価法による原価法 

 

（４）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物及び構築物            定額法 

上記以外の有形固定資産        定率法 

②無形固定資産             定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法 

 

（５）繰延資産の処理方法 

新株発行費    商法の規定する最長期間（３年）にわたり均等償却 

 

（６）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（自己都合退職金要支給額）及

び年金資産の額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（5,535 千円）につきましては、一括処理する方法を採用しておりま

す。 
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（７）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
（８）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    金利キャップ 

ヘッジ対象    借入利息 

③ヘッジ方針 

当社は、借入金利の将来の金利変動リスクをヘッジする目的にのみ取引を限定する方針であり

ます。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

当社の行っている取引はキャップ取引のみであり、そのすべてが特例処理の要件を満たすため、

その判定をもってヘッジの有効性評価の判定に代えております。 
 

（９）その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
 

・追加情報 

①退職給付会計 

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成 10 年 6 月 16 日）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

退職給付費用が 6,014 千円増加し、経常利益は 479 千円、税引前当期純利益は 6,014 千円減少して

おります。 

②金融商品会計 
当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見 
書」（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日）を適用し、貸倒引当金の計上基準につ 
いて変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。 
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・注記事項 

(貸借対照表関係) 
当    期 

（平成13年3月31日現在） 
前    期 

（平成12年3月31日現在） 
（１）担保に供している資産及びこれに対応する債務は以

下のとおりであります。 
①担保提供資産                    (帳簿価額) 
現金及び預金                     561,047千円 
建物                         95,135千円 
土地                             329,056千円 
保険積立金            37,865千円 
    計                         1,023,104千円 
上記のうち現金及び預金40,016千円については、当社の
借入債務の担保の他、関係会社である株式会社サンフレ
アの借入債務89,000千円を担保するため、物上保証に供
しております。 
 
②上記に対応する債務 
短期借入金                       575,837千円 
一年内返済予定の長期借入金       362,810千円 
長期借入金                       819,208千円 

       計                         1,757,855千円 

（１）担保に供している資産及びこれに対応する債務は以
下のとおりであります。 
①担保提供資産                    (帳簿価額) 
現金及び預金                     370,855千円 
建物                         98,463千円 
土地                             329,056千円 
保険積立金            32,398千円 
    計                           830,773千円 

 
 
 
 
 
②上記に対応する債務 
短期借入金                       781,500千円 
一年内返済予定の長期借入金        96,188千円 
長期借入金                       210,164千円 
      計                         1,087,852千円 

（２）所有権が留保されている資産 
賃貸用資産等の一部については、割賦払の方法で購
入しているため所有権が留保されており、その代金
及び支払利息の未払は 308,106千円であります。 

（２）所有権が留保されている資産 
賃貸用資産等の一部については、割賦払の方法で購
入しているため所有権が留保されており、その代金
及び支払利息の未払は 429,352千円であります。 

（３）会社が発行する株式及び発行済株式の総数 
①授権株式数          11,000,000  株 
②発行済株式総数       5,235,000  株 
当期中の発行株式    
（公募増資） 
発行株式数      750,000株 
発行価額       一株につき金196円 
資本組入額      一株につき金 98円 

（３）会社が発行する株式及び発行済株式の総数 
①授権株式数          11,000,000  株 
②発行済株式総数       4,485,000  株 
平成11年12月27日開催の臨時株主総会において定款の
一部を変更し、平成12年12月1日付けをもって500円額面
株式1株をもって50円額面株式15株に分割するととも
に、1単位の株式数を1000株とすることが決議されまし
た。この結果、2月1日付けをもって会社が発行する株式
の総数は、11,000,000株、発行済株式総数は4,485,000
株となりました。 

（４）偶発債務 
債務保証 
株式会社サンフレア（子会社）の下記の債務につい
て債務保証を行っております。 
銀行借入     89,000千円 
リース債務    15,003千円 

 
                 
 

 

(損益計算書関係) 

 

当    期 

（自 平成12年4月１日至 平成13年3月31日） 

前    期 

（自 平成11年4月１日至 平成12年3月31日） 

（１）受取利息には関係会社からのものが、5,679千円含ま
れております。 

 

（１）受取利息には関係会社からのものが、3,752千円含ま
れております。 
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

当      期 

(自 平成12年4月１日至 平成13年3月31日) 

前      期 

(自 平成11年4月１日至 平成12年3月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス･リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 

取得価額相当額 
減価償却累 
計額相当額 

期末残高相当額 

千円 
 

工具器具及び備品 

360,140 
 

千円 
 

工具器具及び備品 
143,801 

千円 

 
工具器具及び備品 

216,338 

合  計 

360,140 
合  計 

143,801 
合  計 

216,338 
②未経過リース期末残高相当額 
１年内             70,943千円 
１年超            151,540千円 
合計            222,484千円 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
支払リース料       68,108千円 
減価償却費相当額   58,934千円 
支払利息相当額      9,174千円 

④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。 
 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス･リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 

取得価額相当額 
減価償却累 
計額相当額 

期末残高相当額 

千円 
車両運搬具 

4,160 
工具器具及び備品 

287,350 

千円 
車両運搬具 

3,293 
工具器具及び備品 

143,311 

千円 

車両運搬具 

866 
工具器具及び備品 

144,039 
合  計 

291,510 
合  計 

146,604 
合  計 

144,905 
②未経過リース期末残高相当額 
１年内             59,710千円 
１年超             94,216千円 
合計            153,926千円 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
支払リース料       67,782千円 
減価償却費相当額   61,763千円 
支払利息相当額      6,019千円 

④減価償却費相当額の算定方法 
同       左 

 
⑤利息相当額の算定方法 

同     左 

 
(有価証券関係) 

当    期 

（平成13年3月31日現在） 

前    期 

（平成12年3月31日現在） 

子会社株式及び関連会社で時価のあるものはありません。 同     左 

 
(税効果関係) 

当    期 

（平成13年3月31日現在） 

前    期 

（平成12年3月31日現在） 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
 
繰延税金資産（流動） 
賞与引当金損金算入限度超過額    1,577千円 
合     計          1,577千円 

 
 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
 
繰延税金資産（流動） 
未払事業税否認           3,817千円 
賞与引当金損金算入限度超過額    1,156千円 
合     計         4,962千円 
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繰延税金負債（流動）          
 事業税               1,212千円 
   合     計         1,212千円 
   
繰延税金資産（流動）の純額       364千円 
                         
繰延税金資産（固定） 
  貸倒引当金損金算入限度超過額    1,134千円 
退職給付引当金損金算入限度超過額  1,468千円 

合     計         2,602千円 
 

 
（２）法定実効税率と税効果適用後の法人税率等の負担
率との間に差異があるときの当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

 

法定実効率                     42.1%  

（調整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目 

1.3% 
住民税均等割等 

4.3% 
その他            

△ 0.4% 
 
税効果会計適用後の法人税等の負担率    47.3% 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
繰延税金資産（固定） 
  貸倒引当金損金算入限度超過額     918千円 

合     計          918千円 
 
 
 
（２）法定実効税率と税効果適用後の法人税率等の負担率

との間に差異があるときの当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

 
財務諸表等規則第８条の１２第３項の規程により、記載
を省略しております。 
 

 

(重要な後発事象) 

当      期 

(自 平成12年4月１日至 平成13年3月31日) 

前      期 

(自 平成11年4月１日至 平成12年3月31日) 

（１）分社型共同新設分割 
 当社と株式会社明響社は、平成13年9月1日をめどに分社
型共同新設分割により合弁会社を設立することに関して、
平成13年5月29日に契約を締結いたしました。 
その概要は次のとおりであります。 
 ①当該分割により当社及び株式会社明響社から営業を
承継する会社の名称、住所、代表者氏名、資本金の額
及び事業の内容（予定） 

   名    称  株式会社ハブ・ア・グッド 
   本店の所在地  大阪府茨木市 
   代表者の氏名  岡村 邦彦 
   資本金の額  ４億円 
   事業の内容  レンタルＣＤ卸代行店事業にお

ける仕入及び販売業務 
 ②当該分割の目的 

情報通信技術の急速な発展とインターネットや携
帯電話の普及により、音楽流通を取り巻く環境は激
しく変化しているなか、レンタルＣＤの業界におき
ましても厳しい状況で推移しております。 
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 このような状況の下、当社の主力であるレンタル
ＣＤ卸販売の新規取引店の拡大に積極的な活動を続
ける一方、新規販売チャンネルの開拓、多様化に取
り組んでおりますが、さらなる業務の高効率化と高
収益力を実現し確固たる経営基盤を確立する必要が
あります。 
 以上の理由から当社のオーディオ・ビジュアル商
品販売事業部門について分割し、折半出資による合
弁会社の設立の向けての基本合意をいたしました。 

 ③当該分割の方法及び分割に係る計画又は契約の内容 
 (ｲ)分割の方法   株式会社明響社との共同新設分割 

とする。 
(ﾛ)会社分割に係る計画の内容 
会社分割承認定時株主総会(音通)   平成13年6月28日(予定) 

会社分割承認臨時株主総会(明響社)  平成13年7月17日(予定) 
会社分割期日・合弁会社設立登記    平成13年9月1日(予定) 
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